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議案第２８号  

 

   令和４年度坂東市介護事業特別会計予算  

 

 令和４年度坂東市の介護事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。  

 

 （歳入歳出予算）  

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５，９１０千円と定める。  

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。  

 

   令和４年３月２日 提出  

 

                                        坂東市長  木村 敏文  
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歳　　　　入 （単位　千円）

 1 サ ー ビ ス 収 入 3,794

 1 予 防 給 付 費 収 入 3,794

 2 繰 入 金 2,115

 1 他 会 計 繰 入 金 2,115

 3 繰 越 金 1

 1 繰 越 金 1

　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 5,910

款 項

第　１　表　　　歳　入　歳　出　予　算

金　　　　　額



歳    出 （単位　千円）

 1 総 務 費 9

 1 総 務 管 理 費 9

 2 介 護 サ ー ビ ス 事 業 費 5,901

 1 居 宅 介 護 支 援 事 業 費 5,901

　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 5,910

款 項 金　　　　　額
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１　総　　括

歳　　入 （単位　千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　較

 1 サ ー ビ ス 収 入 3,794 3,952 △158

 2 繰 入 金 2,115 1,737 378

 3 繰 越 金 1 1 0

　　　　　　　歳          入          合          計 5,910 5,690 220

歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

款



歳    出 （単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1 総 務 費 9 13 △4 9

 2 介 護 サ ー ビ ス 事 業 費 5,901 5,677 224 3,794 2,107

　　歳　　　出　　　合　　　計 5,910 5,690 220 3,794 2,116

款 本年度予算額前年度予算額 比　　較

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
一 般 財 源
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起　債　の　目　的 起 債 の 方 法 利　　　率 償　　　還　　　の　　　方　　　法

農 業 集 落 排 水 事 業 0 普 通 貸 借 5.0％以内 政府資金については、その融資条件による。

又 は 銀行その他の場合には、その債権者と協定するところによる。

証 券 発 行 ただし市財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、

若しくは繰上償還又は低利に借り換えすることができる。

                          　    第　２　表　 　地　 　　方　　 　債
（単位　千円）

限 度 額

(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率）



歳 入



２　歳  入

(款)  1 サービス収入 (項)  1 予防給付費収入 （単位　千円）

本　年　度 前　年　度

予　算　額 予　算　額 金　　額

 1 介護予防サービス計 3,794 3,952 △158  1 介護予防サービス 3,794 ・介護予防サービス計画収入

画 費 収 入 計 画 費 収 入

　　　 計 3,794 3,952 △158

(款)  2 繰入金 (項)  1 他会計繰入金

 1 一 般 会 計 繰 入 金 2,115 1,737 378  1 一般会計繰入金 2,115 ・一般会計繰入金

　　　 計 2,115 1,737 378

(款)  3 繰越金 (項)  1 繰越金

 1 繰 越 金 1 1 0  1 繰 越 金 1 ・前年度繰越金

　　　 計 1 1 0

目 比　　較
節

説　　　　　　　　　明
区　　　分
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起　債　の　目　的 起 債 の 方 法 利　　　率 償　　　還　　　の　　　方　　　法

農 業 集 落 排 水 事 業 0 普 通 貸 借 5.0％以内 政府資金については、その融資条件による。

又 は 銀行その他の場合には、その債権者と協定するところによる。

証 券 発 行 ただし市財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、

若しくは繰上償還又は低利に借り換えすることができる。

                          　    第　２　表　 　地　 　　方　　 　債
（単位　千円）

限 度 額

(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率）



歳 出



３　歳  出

(款)  1 総務費 (項)  1 総務管理費 （単位　千円）

本 年 度

一 般

国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

 1 一般管理 9 9 10 需 用 費 8 01一般事務に要する経費             9

費 ( 13 ) 11 役 務 費 1 10需用費 8

( △4)   01消耗品費

11役務費 1

  01通信運搬費

 計 9 9

( 13 )

( △4)

(款)  2 介護サービス事業費 (項)  1 居宅介護支援事業費

 1 介護予防 5,901 3,794 2,107  1 報 酬 3,979 01指定介護予防支援事業に要する経費         5,901

支援事業 ( 5,677 )  3 職員手当等 821 01報酬 3,979

費 ( 224 )  8 旅 費 110   04会計年度任用職員

12 委 託 料 991     ・介護支援専門員報酬 1,718

    ・保健師報酬 2,261

03職員手当等 821

  09期末手当

08旅費 110

  02費用弁償

12委託料 991

    ・介護予防サービス計画作成委託料

 計 5,901 3,794 2,107

( 5,677 )

( 224 )

目

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　　　　　　明( 前 年 度 ) 特 定 財 源
区 分 金 額

( 比 較 )
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（単位　千円）

（人）

( 2 ) 0 3,979 0 821 4,800 0 4,800

( 2 ) 0 3,859 0 860 4,719 0 4,719

( 0 ) 0 120 0 △ 39 81 0 81

備考　（ ）内は、短時間勤務職員について記載する。

（単位　千円）

職員手当の

本　年　度 0 0 0 0 0 0 0 821

内　　　　訳 前　年　度 0 0 0 0 0 0 0 860

比　　　較 0 0 0 0 0 0 0 △ 39

職員手当の

本　年　度 0 0

内　　　　訳 前　年　度 0 0

比　　　較 0 0

0

0

勤 勉 手 当

扶 養 手 当

0

0

0

0

期 末 手 当特殊勤務手当
時   間   外
勤 務 手 当

宿日直手当
管 理 職 員

特別勤務手当
管理職手当

共　済　費
給　　料

退 職 手 当
負   担   金

単 身 赴 任
手        当

住 居 手 当 通 勤 手 当

計

区　　　分

比　　　較

前　年　度

本　年　度

区      分

区　　　分

職   員   数

給　 与　 費　 明　 細　 書

備　　　　　　　　　　　　　　考

１　一般職

　（１）　総　　括

給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費

報　　酬 職員手当
合　　　　計



（単位　千円）

（人）

( ) 0 0 0 0 0 0 0

( ) 0 0 0 0 0 0 0

( ) 0 0 0 0 0 0 0

備考　（ ）内は、短時間勤務職員について記載する。

（単位　千円）

職員手当の

本　年　度 0 0 0 0 0 0 0 0

内　　　　訳 前　年　度 0 0 0 0 0 0 0 0

比　　　較 0 0 0 0 0 0 0 0

職員手当の

本　年　度 0 0

内　　　　訳 前　年　度 0 0

比　　　較 0 0

職   員   数 備　　　　　　　　　　　　　　考

ア．会計年度任用職員以外の職員

給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費

報　　酬 職員手当
合　　　　計

区　　　分

比　　　較

前　年　度

本　年　度

区      分

区　　　分

共　済　費
給　　料

退 職 手 当
負   担   金

単 身 赴 任
手        当

住 居 手 当 通 勤 手 当

計

期 末 手 当特殊勤務手当
時   間   外
勤 務 手 当

宿日直手当
管 理 職 員

特別勤務手当
管理職手当

0

0

勤 勉 手 当

扶 養 手 当

0

0

0

0
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（単位　千円）

（人）

( 2 ) 0 3,979 0 821 4,800 0 4,800

( 2 ) 0 3,859 0 860 4,719 0 4,719

( 0 ) 0 120 0 △ 39 81 0 81

備考　（ ）内は、短時間勤務職員について記載する。

（単位　千円）

職員手当の

本　年　度 0 0 0 821 0

内　　　　訳 前　年　度 0 0 0 860 0

比　　　較 0 0 0 △ 39 0

通 勤 手 当

0

0

0

宿日直手当 期 末 手 当
退 職 手 当
負   担   金

共　済　費
給　　料

特殊勤務手当
時   間   外
勤 務 手 当

計

比　　　較

前　年　度

本　年　度

区      分

区　　　分

職   員   数 備　　　　　　　　　　　　　　考

イ．会計年度任用職員

給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費

報　　酬 職員手当
合　　　　計



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 説 明

職 員 手 当 △ 39 千円 制度改正に伴う増減分 △ 51 千円 期末手当支給割合変更 ２．５５月　→　２．４月

その他の増減分 12 千円

増 減 事 由 別 内 訳増 減 額 備 考
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起　債　の　目　的 起 債 の 方 法 利　　　率 償　　　還　　　の　　　方　　　法

農 業 集 落 排 水 事 業 0 普 通 貸 借 5.0％以内 政府資金については、その融資条件による。

又 は 銀行その他の場合には、その債権者と協定するところによる。

証 券 発 行 ただし市財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、

若しくは繰上償還又は低利に借り換えすることができる。

                          　    第　２　表　 　地　 　　方　　 　債
（単位　千円）

限 度 額

(ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構につ
いて、利率の見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率）


